三位一体改革と介護保険見直しの谷間の苦悩

（軽介護はずしによるケアハウスの経営危機とその打開策を探る）

岡田　清平　氏

（長野県ケアハウス協議会長

ケアハウスかみさと施設長）

１　ケアハウスの制度と補助金

　「ケアハウス」は平成２年から始まった｢ゴールドプラン｣で制度化された軽費老人ホームで１５年が経過しました。現在長野県下に27施設のケアハウスと、経費老人ホームＡ型が４カ所あります。

ケアハウスは自立した６０歳以上の契約入居施設で、都道府県（中核市等）から所得に応じた利用料になるように事務費補助金がだされています。

　　補助金は入居者の年収に応じて18階層に分け県から低所者対策として交付されます。入居者の利用料は月収150万円以下の①階層が月71,400円、⑯階層290～300万円の収入で146,490円、⑰階層300万円以上の収入方も補助金が無く同額です。これは食費込みの額で管理費（部屋代等）は施設により差があります。（冬季は￥4,660加算。）

　　

運営費収入例　　　30人定員　　　 利用料収入　2,606万円・・　38,6% 

      　　（ 15年度 ）         管理費収入　1,149万円・・　17,0％（入居者）

　　　　　　　　　　　　　  　　補助金収入  2,944万円 ・・ 43,6%

　　　　　　　　　　　　　　　　寄付金他　　　50万円　　　  0,8％

決算額　　　6,749万円

２　三位一体改革で国は全額補助金カット

補助金の財源は国対地方が１対２であったが、国は１６年度から、三位一体改革を理由に容赦なく全額カットされました。職員配置は、３０人施設では施設長１人、生活相談員１人、介護職員１人、他に給食がパートを含めて４人で事務員の配置はありません。（介護職は３０人定員まで１人、８０定員まで２人が配置基準でケアには限界がある）

県ケアハウス協議会は、軽費A型協議会と合同で国庫補助分を含めて全額県財政で確保し補助するよう知事に文書要望（16.2,10）。「ようこそ知事室」で16,10,18面談し、知事としては『大切なことだから』との回答を得て、16.17年度は全額確保されました。17年度以降については、老人保護措置費等の上乗せ分について、財政当局との折衝で、漸減せざるを得ないとしています。都道府県ごとの力関係の差が出だしています。国は財源措置を講ずるとのことだが果たしてまもられるのかが不透明です。

今後ケアハウスが重視される施設として存続・充実される上のポイントとなります。

　福祉重視の田中県政の更なる充実発展が期待されます。　
　　（⑰年度、県補助金総額6億6千8百万円、中核市の長野市を除く）

３　厚生省は当初ホームヘルパー等の活用を指導、モデル事業も実施
厚生省は当初、ケアハウスは施設というより家庭と位置づけ職員体制が手薄なので、介護を要する場合は、ホームヘルパー等を外部から入れるようにとの指導でした。

　平成８年３月２８日老計第６０号で、老人福祉計画課長名で｢老人福祉施設機能強化等モデル事業の実施について｣を都道府県に通知し、２ヵ年で４００万円を国が補助することとし「ケアハウスかみさと」は９年度、１０年度にわたりモデル事業を実施し効果は上々でした。経費老人ホームＡ型施設は看護士が常駐し、介護職員も多いが、全国経費老人ホーム協議会の運動でホームヘルパー等の活用は認められてきました。
　（17年3月現在のホームヘルパー活用状況は別表の通りで、43，4％が軽介護。）

４　現場と乖離した180度方向転換して予防介護とは

　　介護保険が始まり５年が経過しホームヘルパー等の活用は順調に推移してきましたが、今度の介護保険見直しで｢要支援、要介護１｣の生活支援（掃除・洗濯・買物援助・食事つくり等）を廃止し、予防給付の「筋力トレーニング」「口腔ケア」「栄養改善」のメニユーを示しました。しかしこれでは生活支援に変わるものではなく、ケアハウスに対する指導を現場の実体を無視し１８０度方向転換したわけです。現場はその対応策の目途が見えないまま過ぎてきました。

　長野県ケアハウス協議会（２６施設)の実態調査結果（別表）の通りで43,4％がケアハウス内の軽介護利用で、その内、要支援の全員と要介護①の７割の34，3％が予防介護に該当します。｢口腔ケア｣はともかく、「栄養改善」は栄養士の献立で毎日食事をしているし、筋トレ(運動器の機能向上)は80歳を大きく越す超高齢者にその効果を検索しなくても答えは出ています。軽介護といえども日常生活支援が不可欠です。たった1～２人の介護職員が、投薬管理を初め、全入居者の健康管理を視野に入れて、ホームヘルパーやディサービス等を効果的に活用して、きりきり舞いしているのが現状です。『ケアハウスかみさと』では投薬管理が３０人中9人います。

1月26日に示された介護報酬では、軽介護を「要支援①」と「要支援②」とし、「介護予防訪問介護」では「本人が自力で家事等を行うことが困難な場合であって、家族や地域による支え合いや他の福祉施策などの代替サービスが利用できない場合について,適切なケアマネジメントに基づきサービスを提供する」とし、報酬を月単位で極力抑えることとしました。これを現場でどう活用できるかが大きな課題となります。これらの利用者に自立度の向上の３ヶ月目標を立て、向上の数値が出ない場合は、訪問介護所の変更をさせると言う指導者もいます。

５　4月からの介護保険見直しへの不安がいっぱい

①　 ホームヘルプステイション(指定訪問介護事業所)はどうなる
　　介護保険認定者の4～5割は、要支援と要介護①の軽介護者といわれるが、これを

支えているのはホームヘルパーであり，この仕事量の減少が懸念されます。一頃は成

長産業ともてはやされ、今度はどうなるのか。(財)介護労働安全センターの調査では

訪問介護の正職員28，7％、パート雇用29.7％、登録ヘルパー40.1％で所定賃金は、

時間給、1,107円、週所定労働時間、23，7時間で平均月収￥104,944である。(1５年

度)　今後、どうなるのか？ 無権利状態で、身分保障もなく、組織化も皆無に等しい

状況です。よりよい介護のためには重要な課題です。

有償ボランテイアの名で運営している事業者等が、労働基準法と最低賃金の狭間にあって、多くの問題を抱えていて、介護労働者の待遇改善と交錯しています。

　さらに、軽介護を制限すれば、現状でも不安定なホームヘルパーの仕事も収入も減

り事業所の経営も深刻になります。

②　一人暮らし・老々介護はどうなる・低所得者はどうなる？

　　　ディサービス、グループホーム、を利用している「要支援」｢要介護①｣の人々が、月極めの週1回程度の利用で介護予防の「筋トレ」「口腔ケア」などを取り入れ現実の暮らしが成り立つのでしょうか。　

在宅の一人暮らしと、老々介護の人々はケアハウス同様生活困難となるのではないでしょうか。

　　　4月から始まる新見直し法施行前の現在でも、介護認定を低く抑える傾向がありま酢。これらに伴って、有償ボランテアの活用の指導もあります。有償ボランテア

を利用できない低所得者は深刻です。

『かみさと』の利用者は30人名中19人が年￥150万以下、￥50万以下の収入

が５人いるのが現実で内一人は４１万円です。新所得第４段階￥２６６万以上は４名に過ぎません。

　　　見直し法は低所得者には厳しい制度です。見直し法の前に年寄り金持ち論がさまよ

っています。５～６万円の国民年金受給者など低所得者はどうなるのだろうか。社会

福祉法人の低所得者減免制度だけでは不備が多く救われない人が出ます。ＮＰＯ・　医

療法人、等は外されます。公的な低所得者減免制度がどうしても必要です。

　③　国は特定入所者生活介護の利用を勧めるが

　厚労省がケアハウス・有料老人ホームに奨励している特定施設入所者生活介護は、

要支援が10人に1人のヘルパー、要介護①～⑤までが3人に1人のヘルパーを採用できるというが、この基準はどうなるのか。入居者が不安定要素のあるケアハウスが多く、例えば介護⑤の人が亡くなる、介護②の人が要支援①になる等の指定要件が変動し介護者の雇用条件が不安定となるなどで、特定入所者生活介護に踏み切れないケアハウスが多いのが現状です。

　④　自治体の保険外の上乗せ支給が重要となる

　　　介護保険発足当時、市町村によっては上乗せ、横出しサービスを多くの自治体で運動の成果として実施してきました。下伊那郡Ｔ町の在宅利用者の自己負担の全額補助をはじめ多くの自治体で独創的にサービスの上乗せをしています。今後大きな課題です。各自治体の運動の成否がかかっています。

　⑤　介護保険料徴収の８０万から２６６万円を同一段階とする矛盾

　　　新法は保険料徴収を６段階としたが、第３段階の80万～266万円を同一保険料徴収額とすることは生活実態と乖離した無茶なもので、これを市町村段階で分割させる運動が必要でしょう。月収６万６千円と２２万円余では生活水準が大きく違います。

これを同一介護保険料とすることは庶民生活の無知・無理解の一言で言い尽くされます。

　　

６　見直し法は通っても運動は続く

厚労省は、0４年01月事務次官をトップとする「介護保険制度改革本部」を発足さ

せ、6月30日に社会保障審議会の介護保険部会の見直し方針を新聞発表して、自公

民3党の賛成多数で国会を通過させるまで、紆余曲折はあっても基本方針は貫かれて

きました。一つだけ前面に出ていないのが、財務大臣の諮問機関である財政制度審議

会で決めてある『利用者の自己負担を2～3割』に引き上げる問題があります。被保

険者の20歳までの引き下げと赤字財政の支援費制度の統合も残っています。

　飯田下伊那社会保障推進協議会と南信州地域問題研究所は、日本福祉大学石川満教

授を招き0４年08月24日学習会（約８０名）、12月7日長野大学石田一紀教授を交

えたシンポジュウム（200余名）、を実施し、全国老施協の署名行動と、「21世紀・老

人福祉の向上をめざす施設連絡会」の厚労省への署名活動と国会請願署名も重ねてき

ました。国会請願をした4月26日の翌日、衆議院厚生労働労委員会で自公民3党の

賛成で可決されたことは驚きでした。さらに驚いたことは信濃毎日新聞はじめマスコ

ミは一切報道しなかったことです。参議院本会議で可決してようやく報道されました。国民の多くは介護保険がどのように変えられるのか知らされないまま、見直し法は

決定されました。

　この間、21老福連と全国経費老人ホーム協議会による厚労省老健局計画課等との折

衝は5回ありましたが、いずれの面談でも，ケアハウスへの具体的な方策はまだ見え

ず終いでした。

　　　この間　２１老福連の国会請願署名は、長野県下の老福連加盟３団体の連名（ケ

アハウスかみさと・特養ゆい・特養あずみの里）で全県下の特養、養護、経費・ケ

アハウス全施設へ署名を依頼して、約１５日間で、２７２８通の署名が集まり、長

野県代表は、自民、民主両党の議員に要請行動をしました。結果は翌日衆議院社会労

働委員会で自公民3党の多数で可決し、結局は衆参両院を自公民3党の多数で通過し

成立しました。

　　　これらの活動を通じて組織活動の弱さと的確な対応が出来ていないことも痛感しま

した。大阪府下の運動もありましたが、他の動きは見えてきませんでした。

　　

７　木を見て森を見ない闘いでなく

　　介護保険見直し法は24項目の付帯決議をつけるなど，さまざまな多くの問題点を抱えています。ケアハウスと訪問介護周辺だけの問題点をあげますが、地域での闘いの協働を進め、森の向こうを見据えた展望をも見出しましょう。

　①　ケアハウスは老人施設のチャンピオンになり得るか

　　団塊の世代が高齢化の時代となり、多世代同居の家族関係が崩れ、子供たちに頼らない自立した老後の選択が多くなり、ケアハウスの暮らしに注目が集まっています。

　　ア　厚労省老健局長の私的研究会「養護老人ホーム及び経費老人ホームの将来像に関する研究会』のまとめによると、養護老人ホームはケアハウスとすることが一つの選択肢になっていること

　　イ　経費老人ホームＡ型、Ｂ型は老朽化しているが改築する場合はケアハウスとすること。

　　ウ　介護保険見直し法でも、地域密着型・小規模多機能施設に29人以下のケアハウスをくわえていること。

　　押しなべてケアハウスが漸増することになるが、軽介護の生活支援をカットすること

は、「特定」の指定要件に満たないケアハウスにとっては、自立者が加齢とともに身体機能が低下するのが必然であり、生活援助が欠落することはケアハウスの致命傷になりますが、どう対応すればよいのでしょうか。

②　第３期介護保険事業計画作成にあたっての提言

　　06年4月から3年間の市町村計画が現在作成中の,05年10月26日、飯田下伊那社会保障推進協議会は中央社保協の提言案を参考に飯田市へ9項目の提言をして懇談を行い善処を要望しました。提言は見直し法全般にわたっている。その項目は次の通りです。

　　提言１、第3期事業計画は、利用者・事業者の声に基づき策定を

　　提言２、新予防給付は見切り発車せず、十分な検討・準備期間を

提言３、日常生活圏は視野の届く範囲に

提言４、地域密着型サービスを重視し小規模多機能居宅介護を積極的に

提言５、地域包括支援センターは自治体直営を基本に

提言６、実効ある利用料軽減措置を

提言７、予防介護は多面的で豊かな施策展開を保険外で

提言８、介護サービスに関する苦情相談窓口を飯田市でも設置してください

提言９、良質な介護のために介護労働者の雇用・労働条件の改善を

③　地域に密着した小規模多機能型居宅介護を模索
　　介護保険見直しでケアハウスと共に平成9年4月モデル事業で立ち上げた併設ホームヘルプステーションも大きな影響を受けるわけです。在宅の要支援①・②もサービスが抑制されるだけでなく、ホームヘルパーの業務が縮小し身分上の重大事態も予想されます。社保協の飯田市への提言と共に、新たな事業展開でそれをカバーしようとしています。地域の介護を大きい視野で展望し、地域に密着した小規模多機能型居宅介護を模索するよう理事会・職員会で検討を始めました。

④　木をよく見て森を見て闘えば森の向こうに朝の光が見えてくる　

　　経済大国日本に何故こんなにお金がないのでしょうか。不思議だと思う人が何故少ないのでしょうか。改革の名のもとに年金も医療も介護もどんどん押し切られてゆきます。

　マネーゲームで億千万の金を動かし儲けている現実がある反面、月５～６万円の国民年金で細々とじっと我慢して暮らしている高齢者もいます。

地域の実態に見合った住民本位の、老後の暮らしを地域住民と共に創造してゆくことを模索して、自治体ぐるみの運動を展開して行かねばなりません。一面的に目前の木だけ見てではなく、森全体を見て闘えば森の向こうに必ず朝の光が見えてくるでしょう。

　

